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出先機関改革に係る工程表 

 

 

 

国の地方支分部局（以下「出先機関」という。）について、国と地方の役割分担の観

点から事務・権限を見直すとともに、地方再生と地域振興を進め、出先機関を国民の

目の届くものにし、国と地方を通じた効率的かつ効果的な行政を実現する等の観点か

ら、組織の在り方を見直す。 

 このため、「経済財政改革の基本方針 2008」（平成 20 年６月 27 日閣議決定）に基づ

き、地方分権改革推進委員会の第２次勧告（平成 20 年 12 月８日）を踏まえ、政府の

他の改革と整合を図りつつ、８府省 15 系統の機関を中心に出先機関の改革を進めるこ

ととし、今後おおむね３年間の主な工程を示す計画を下記のとおり定める。 

 

記 

 

１ 事務・権限の見直し 

（１）出先機関の事務・権限の見直し 

ア 出先機関の事務・権限について、別紙のとおり見直す。 

イ 別紙に掲げる事項について、法令改正を含めさらに具体的な検討や所要の調整

を進め、その結果を「改革大綱」（地方分権改革推進法（平成 18 年法律第 111 号）

第８条に基づき策定する地方分権改革推進計画のうち、出先機関の改革に関する

ものをいう。以下同じ。）に盛り込む。 

 

（２）事務・権限の見直しに伴う要員規模の精査 

ア 事務・権限の見直しに伴って影響を受けることとなる要員規模について精査を

進める。 

イ 精査結果は、改革大綱に盛り込む。 

 

２ 組織の改革 

（１）出先機関の組織の改革 

ア 地方再生や地域振興を推進し、出先機関の業務運営の適正性と透明性を確保す

るとともに、国と地方公共団体を通じた効率的かつ効果的な行政を実現する等の

観点から、出先機関の統廃合、地域との連携やガバナンスの確保の仕組みなど、

第２次勧告で示された出先機関の組織の改革の方向性に沿って検討を進め、改革

大綱に盛り込む。 

イ その際、行政分野ごとの特性を踏まえ、災害発生や社会経済・雇用失業情勢の

急激な変化への迅速で機動的な対応や、国民に対する直接的な行政サービス水準

の維持など、国の事務・権限の的確かつ確実な実施を確保するものとする。 
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（２）組織の改革に伴う要員規模のスリム化 

ア 組織の改革に伴う要員のスリム化方針について検討を進める。 

イ 検討結果は、１（２）の事務・権限の見直しに伴う要員規模の精査結果とあわ

せて、改革大綱に盛り込む。 

 

３ 出先機関改革に伴う人員の移管等 

（１）人員の移管等のための仕組みの検討 

 第２次勧告の内容に沿って、地方公共団体の協力を得つつ、事務・権限の見直

しに伴う人員の移管等の仕組みについて検討を進め、改革大綱に盛り込む。 

 

（２）人材調整準備本部の設置 

（１）の仕組みの検討を行い、もって人員の移管等を円滑に進めていくため、

本部長が別途定めるところにより、地方分権改革推進本部に人材調整準備本部を

置く。 

 

（３）財源の手当ての取扱い 

   事務・権限の地方公共団体への移譲及び国から地方公共団体への人員の移管等

に際しては、国と地方公共団体を通じた事務の集約化等による効率化・スリム化

を前提とした上で、それに伴う財源を確保することとし、必要な措置を講ずる。 

 

４ 出先機関改革に関する地方分権改革推進計画（改革大綱）の策定 

ア 政府は、この工程表に沿って具体的な検討を進め、改革大綱を策定する。改革

大綱は、平成 21 年中を目途に策定するものとする。 

イ ３（２）に掲げるもののほか、政府は、関係府省が一体となって出先機関改革

を推進するため必要な体制を整備する。 

 

５ 改革大綱策定後の取組み 

ア 改革大綱の策定後、政府は、事務・権限の見直しや地方公共団体への移譲等の

ため必要となる措置、組織の改革及び地域との連携・ガバナンスの確保の仕組み

の詳細設計、人員の移管等のために必要となる措置等についてさらに具体的な検

討を進め、新たな出先機関の体制の発足に向け、法制上及び財政上の措置を含め

た所要の措置を講ずる。 

イ 事務・権限の見直しや地方公共団体への移譲等及び新たな出先機関の体制への

移行は、この工程表の策定後おおむね３年程度の移行準備期間を設けて実行に移

すこととし、平成 24 年度から実施することを基本とする。その間においても、可

能なものは、速やかに実施する。 

  このため、所要の法律の制定・改正については、必要に応じ一括して行うこと

とし、改革大綱の策定後、速やかに法制化の検討を進める。 
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６ その他 

ア 地方分権改革推進委員会からは、新たな出先機関の体制への移行に向け、総人

件費改革等による人員削減や今回の改革に伴う職員の地方公共団体への移管等を

着実に行うこととされるとともに、さらに将来的な削減を目指すべきとの考えと

試算が示されたところである。 

イ 政府は、国と地方公共団体を通じた簡素で効率的な行政を実現することの重要

性を踏まえ、この改革における事務・権限の見直し及び組織の改革に伴う要員規

模への影響の精査や検討を行い、新たな出先機関の体制への移行に向けた削減の

目標を改革大綱において明らかにする。さらに、今般の事務・権限の見直し後に

国に残る業務について、引き続き地方分権改革を推進する観点から不断の見直し

を行い、今後とも簡素化及び効率化に努める。 

ウ 国から地方公共団体への事務・権限の移譲等を円滑かつ確実に進めるため、政

府を挙げてそのための条件整備に努めるとともに、地方公共団体に対して、移譲

される事務・権限の適切な執行のための所要の準備など、改革の実現に向けて最

大限の協力を要請する。 

エ 国と地方公共団体との個別協議により具体的な移管・移譲の対象が確定する事

項については、地方分権改革を一層推進するため、第２次勧告等の方向に沿って、

当面、改革大綱の策定に向けて、政府として、自ら最大限の努力をするとともに、

各地方公共団体に協議に積極的に対応することを改めて要請する。 


